
本日の講義内容
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1. 2024年度診療報酬改定の概略

2. 2024年度診療報酬改定（診療所関係）
① 全体項目

② 個別項目

3. 介護報酬改定 ―医療機関との関係、連携を中心に―

4. 障害福祉サービス等報酬改定 ―医療機関との関係、連携を中心に―

5. 診療報酬改定・介護報酬改定から見据える医療機関戦略

6. まとめ



介護報酬改定が医療機関に与える主な影響
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 2024年度の介護報酬改定では、1番目に地域包括ケアシステムの深化・推進が掲げられ、
医療機関と連携を強化した上での介護保険サービス利用者に対する医療的な対応の強化
が求められている

 特に本改定で協力医療機関の設定と役割が強化されており、緊急時における相談だけで
なく入院対応や、常時医療を提供できる体制の整備、また1年に1度のカンファの実施な
どが求められており、高齢者対応を主軸にしている中小病院には対応強化が求められる。
協力医療機関については、診療報酬でも評価されており協力先施設の利用者の緊急往診
や入院受け入れした場合の加算が設定され、重要な制度と位置づけされた

 また感染対策において協力医療機関との連携が明示されるだけでなく、より感染対策機
能が強化し認められている第二種協定指定医療機関との連携が評価されることとなった

 更に個別事項では引き続いて各サービスにおける看取り対応や認知症対応強化が求めら
れており、連携する医療機関としての対応も強化が求められるようになると考えられる

 医療・介護連携としては、前述した協力医療機関との関係以外にも、医療機関からの退
院時にリハビリテーション計画書の受け取りが義務化されたり、介護保険施設からの退
所時に栄養管理情報の提供が評価されるなど情報連携も強化される流れとなった

 最後に医療機関とは直接関係ないが、介護保険施設等においてICTや見守り器機等の導
入による生産性向上の評価が進んでおり、新設加算が設定され、特定施設の人員配置軽
減が認められるようになり、医療機関の参考になる仕組みが先行して進められている



介護保険サービス利用者等に対する外部医療機関による
医療提供時の医療保険の概要
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自宅等 特定施設 介護医療院 老健 特養

個人宅、社会福
祉施設、グルー
プホーム等

うち小多機サー
ビス利用者

（介護付き有料
老人ホーム、サ
高住等）

※併設保険医療
機関以外による
対応時

初再診料 ◯ ◯ ◯ ✕
※ただし他科受

診時は◯

◯ ◯

診療情報提供料 ◯ ◯ ◯ ✕ ✕ ◯

往診料 ◯ ◯ ◯ ✕ ◯ ◯

在宅患者訪問診
療料

◯ ◯ ◯ ✕ ✕ ◯
※死亡日30日

以前

在宅時（施設入
居時）医学総合
管理料

◯ ― ◯ ✕ ✕ ◯
※死亡日30日

以前

在宅ターミナル
ケア加算

◯ ◯ ◯ ✕ ✕ ◯
※末期の悪性腫

瘍患者

検査・処置 ◯ ◯ ◯ ✕ △
※一部のみ

◯

出典：厚生労働省保医発0327第３号
「『医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び介護保険の相互に関連する事項等について』の一部改正について」から当社加工

自宅等の居住者に認められる在宅医療関係の診療報酬が、介護保険施設入居者では一部のみ認
められる。
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介護報酬改定の概要 ＃１
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1. 地域包括ケアシステムの深化・推進
✓ 看取り対応、中山間地域、地域共生強化等に向けて居宅介護支援、訪問介護の特定事業

所加算、定期巡回・随時対応型訪問介護看護等の総合マネジメント体制加算の見直し

✓ （新設）専門性の高い看護師による訪問看護の評価

✓ 老健の短期入所療養介護における総合医学管理加算の要件緩和（計画的もOK)

✓ 訪問リハ、通所リハにおける退院時リハビリテーション計画書の受け取りの義務化

✓ 特定施設入居者生活介護の入居継続支援加算の対象患者の拡充
（尿道カテーテル留置、在宅酸素療法、インスリン注射）

✓ 介護老人福祉施設（特養）の配置医師緊急時対応加算の適用時間拡充

✓ 協力医療機関との連携体制構築義務化（特養、老健、介護医療院、特定施設、GH)
※緊急時相談・入院対応、医療体制常時確保、１年に１度のカンファ、再入所の円滑化

✓ 看取り対応強化（老健、介護医療院、訪問看護、訪問入浴介護、居宅介護支援等）

✓ （新設）新興感染症発生時等に向けた第二種協定指定医療機関等との連携体制、協力医
療機関との感染対策連携、定期的な研修や指導を評価：高齢者施設等感染対策向上加算

✓ 全サービスに対して、業務継続計画未策定減算、高齢者虐待防止措置未実施減算の設定

✓ 認知症対応強化（小多機、看多機、GH、特養、老健、介護医療院）
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介護報酬改定の概要 ＃２
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2. 自立支援・重度化防止に向けた対応
✓ リハビリテーションマネジメント加算におけるリハビリテーション・機能訓練、口腔、

栄養の一体的取組の評価（通所リハ、介護医療院、老健、特養）

✓ 通所リハビリテーションの事業所規模別基本報酬（大規模Ⅰ、Ⅱ）の見直し

✓ 居宅療養管理指導の算定対象を「通院又は通所が困難な者」⇒「通院が困難な者」へ

✓ （新設）訪問系・短期入所系における口腔管理の評価（口腔連携強化加算）

✓ （新設）介護保険施設（特養、老健、介護医療院）からの退所時における栄養管理情報
提供を評価（退所時栄養情報連携加算）

✓ 通所介護、通所リハの入浴介助加算に対して研修の要件化や医師の遠隔指導も可

✓ 老健の施設基準厳格化（入所前後訪問指導、退所前後訪問指導、支援相談員配置）

✓ 科学的介護推進体制加算（ほぼ全サービス）、自立支援促進加算（特養、老健、介護医
療院）の事務負担軽減

✓ ADL維持等加算の厳格化（通所介護、特養、特定施設）

✓ 排せつ支援加算の拡充（看多機、特養、老健、介護医療院）

✓ 褥瘡マネジメント加算等の褥瘡再発なし⇒治癒（看多機、特養、老健、介護医療院）



介護報酬改定の概要 ＃３

3. 良質な介護サービスの効率的な提供に向けた働きやすい職場づくり
✓ 介護職員等処遇改善加算の一本化（全サービス）

✓ 質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会設置の義務付け

✓ （新設）見守り機器等テクノロジー導入評価：生産性向上推進体制加算（全サービス）

✓ 特定施設における生産性向上に先進的に取り組む施設の人員配置基準柔軟化

✓ 居宅介護支援の介護支援専門員１人当たりの取扱件数増加

4. 制度の安定性・持続可能性の確保
✓ 訪問介護における同一敷地内または隣接の同一建物における減算幅の拡大

✓ 短期入所生活介護における長期利用の減算拡大

✓ （新設）居宅介護支援の同一建物に居住する利用者へのケアマネジメント減算

✓ 短期入所療養介護、介護老人保健施設、介護医療院の多床室に室料負担を導入

✓ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護の基本報酬に新区分（夜間のみ）を導入

✓ 運動器機能向上加算の基本報酬への包括化（介護予防通所リハ）

✓ 認知症情報提供加算、地域連携診療計画情報提供加算、長期療養生活移行加算の廃止

5. その他
✓ 「書面掲示」規制をウェブサイト掲載・公表へ

✓ 通所系サービスにおける送迎取り扱いの明確化（自宅以外可能、他事業所同乗可等）

✓ 基準費用額（居住費）の引き上げ（１日６０円）

✓ 一部の老健・介護医療院の多床室で室料負担（月額8,000円）の導入 8
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